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（はじめに） 

○ 令和７年度は、ガバナンス改革を主眼とする改正私立学校法が４月１日から施行

されたことから、改めて役員・評議員等を選任し体制整備を行うとともに、法改正

により新たに整理された理事・理事会、監事及び評議員・評議員会のそれぞれの権

限に基づいた運営をスタートさせました。 

また、令和６(2024)年３月２８日開催の理事会で承認を受けた本学園運営の指針と

なる第Ⅱ期中期経営計画の２年目を迎え、計画に沿って各種の取組みを推進しました。 

 

〇 施設整備関係では、大学のエコキャンパス化の一環として、令和７年度はサッカー

場・テニスコートのＬＥＤ化を進めるとともに、第３体育館１階のトレーニング施設

のリニューアル整備として、令和７年度は機器の入れ替えを行いました。 

 

○ 整備が完了した大学の川平キャンパスにおいては、令和７年度もカメイ株式会社

のご支援のもと、市民向けの「公開講座」を計４１回実施し、大学の特色を活かした

教育に多くの方々が触れ、体育・スポーツ・健康について理解を深めていただきまし

た。 

  また、昨年度に引き続き、大学の持つ資源を活用した地域一体型教育として、スト

レングス＆コンディショニングスペシャリスト、管理栄養士の資格を持つ大学の教

員が、地域の中学生と保護者を対象としたトレーニング／栄養教室を企画し、子ども

の健康な体づくりと体力・運動能力の向上、食育の推進支援を行い、令和７年度は計

７回開催、延べ３５名の生徒、３１名の保護者に参加していただきました。 

 

○ 大学においては入学定員６００名を２年連続で下回る結果となり、次年度に向け

て、教育の質向上と学生募集を一体的に推進する観点から、教学改革及び広報戦略の

強化に取り組むこととしました。 

  また、令和７年度大学・高専機能強化支援事業に申請し６月２５日に採択され、ス

ポーツ情報学科（仮称）の設置に向けて教育体系の検討を進め、ニーズ調査や他大学

視察、関係機関との意見聴取等を実施し、カリキュラム等の検討を進めるとともに、

令和８年４月からの基幹教員制度の導入に向け、基本方針の策定や関連規程の整備

等を行い、情報公表の方法について検討を進め、制度運用に向けた体制を整備しまし

た。 

 

〇 なお、令和７年度の事業報告書につきましては、令和７年３月２７日付６高私参第

２７号文部科学省高等教育局私学部参事官から通知のあった「学校法人会計基準の

一部改正に伴う計算書類の作成等について」別添６参考例「事業報告書」の記載例に

従って作成しております。  
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１．法人の概要 

(1) 基本情報 

 ①法人の名称        学校法人朴沢学園 

 （設置大学の名称）     仙台大学 

 （その他設置機関の名称）  仙台大学附属明成高等学校（令和２年４月校名変更） 

 

 ②主たる事務所の住所、電話番号、FAX 番号、ホームページアドレス 

（法人） 宮城県仙台市青葉区川平二丁目２６番１号 (TEL)  022-278-9136 

          (FAX) 022-279-6219   (HP アドレス)  https:/www.hozawa.ac.jp 

 

（大学） 宮城県柴田郡柴田町船岡南二丁目２番１８号 (TEL)  0224-55-1121 

          (FAX) 0224-57-2769  (HP アドレス)  https:/www.sendaidaigaku.jp 

 

(2) 建学の精神 

本法人の建学の精神は、「実学と創意工夫」であります。 

すなわち「創意工夫と先見性をもって実学を志し、実学に根ざした人格形成と

人材育成を図る」ことを、創設者朴澤三代治による明治１２(1879)年の松操私塾

開学以来、一貫して目指しております。 

 

この建学の精神を踏まえ、大学では、開学時第 1 回入学式における初代学長・

佐野保医学博士の告辞において、「社会で充分活動できるための智識と技能力を鍛

えた心身ともに健康である人間をつくることであり、企業等における健康管理・

健康指導の企画・実施担当者の育成、各種の運動機構等における実技指導者、並び

に学校体育の指導者を養成することを目的とする」と、このことを明確に示して

おります。 

 

さらに大学は、その基本理念として、「スポーツ・フォア・オール」を掲げてお

ります。 

これは、「乳・幼児から寝たきりの高齢者まで、性別や障害の有無を問わず、全

ての人間を対象として、スポーツを科学的に探究すること」を意味しており、この

理念のもとに、教育・研究・社会貢献活動を実施しております。 

 

(3) 学校法人の沿革   高等教育機関としての沿革は、次のとおりです。 

（明治期） 

明治１２（1879）年 １月  創設者初代朴澤三代治 仙台市に松操私塾を開設 

（大正期） 

大正１５（1926）年０３月  実業学校令に基づき師範科増設 

（昭和期・戦前） 
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昭和 ２（1927）年 ３月  宮城県より師範科卒業生に対する学校裁縫専科正教員 

無試験検定認定校としての許可を受ける 

昭和 ６（1931）年１０月  朴沢松操女学校に校名を改称し高等師範科増設 

昭和１２（1937）年０７月  財団法人朴沢松操女学園設立（財団法人化） 

文部省より高等師範科卒業生に対する裁縫科中等教員無 

試験検定認定校としての許可を受ける 

（昭和期・戦後） 

昭和２６（1951）年 ３月  私立学校法制定に伴い学校法人朴沢松操女学園を設立 

昭和４２（1967）年 ３月 学校法人朴沢学園に法人名を改称 

昭和４２（1967）年０４月  仙台大学を開設（体育学部体育学科） 

昭和５４（1979）年１０月 学校法人創立１００周年記念式典を挙行 

 

平成 ７（1995）年０４月 体育学部に健康福祉学科を開設 

       健康福祉学科に厚生省介護福祉士養成施設を併設 

平成１０（1998）年０４月  仙台大学大学院スポーツ科学研究科（修士課程）を開設 

平成１１（1999）年１１月  学校法人創立１２０周年記念式典を挙行 

平成１５（2003）年０４月  体育学部に運動栄養学科を開設 

       運動栄養学科に厚労省栄養士養成施設を併設 

平成１８（2006）年０４月  明星大学通信教育学部との間で小学校教員養成に関する 

教育業務を提携 

平成１９（2007）年０４月  体育学部にスポーツ情報マスメディア学科を開設 

平成２０（2008）年 ３月  財団法人日本高等教育評価機構より大学機関別認証評価の 

認定を受ける 

平成２０（2008）年０４月 体育学部にスポーツ情報マスメディア研究所を設置 

平成２１（2009）年 ４月  大学院に修士課程１年コースを設置 

平成２３（2011）年 ３月 東日本大震災が発生し、学生３名が津波の犠牲となり、 

                施設面で多大な被害が発生 

平成２３（2011）年０４月 体育学部に現代武道学科を開設 

平成２５（2013）年０４月  スポーツ情報マスメディア研究所および生涯学習関係組織 

をスポーツ健康科学研究実践機構に統合・再編成 

平成２５（2013）年 ８月  仙台市の法人用地に、東日本大震災復興事業として 

                大学・高校共用の「明仙フィールド川平」を整備 

平成２６（2014）年 ３月  公益財団法人日本高等教育評価機構より大学機関別認証評 

               価の認定を受ける 

平成２９（2017）年 ３月  中国青海省より国際共同研究遂行に対する顕彰を受賞 

平成２９（2017）年 ４月  体育学部に子ども運動教育学科を開設 

平成２９（2017）年１１月  開学５０周年記念として海外１９高等教育機関との 

                ⅠＦＥ（International Friendship Event）を開催 

平成３０（2018）年 １月 開学５０周年記念式典を挙行 

平成３１（2019）年 ２月  「私立大学研究ブランディング事業」採択 

令和 元（2019）年 ５月  学校法人創立１４０周年記念式典を挙行 

令和 ２（2020）年 １月  尚絅学院大学と連携協定を締結 

令和 ２（2020）年 ３月  公益財団法人日本高等教育評価機構より大学機関別認証 

評価の認定を受ける 
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令和 ２（2020）年１０月  あすと長町サテライト・オフィス開設 

令和 ３（2021）年 ３月  川平地区にサテライト・キャンパス開設 

令和 ４（2022）年 ３月  宮城教育大学と連携協定を締結 

令和 ４（2022）年 ４月 運動栄養学科をスポーツ栄養学科へ改称 

令和 ４（2022）年１２月  一般社団法人仙台経済同友会と部活動支援プロジェクトに係

る包括連携協定締結 

令和 ４（2022）年１２月  川平地区再整備事業第二期建築工事（川平ＫＭＣＨ・ 

体育館）竣工式を挙行 

令和 ５（2023）年 ２月  鹿島建設株式会社と共同研究協定締結 

令和 ５（2023）年 ２月  仙台大学川平キャンパス、仙台大学附属明成高等学校 

新校舎、アリーナ完成記念イベント開催 

令和 ５（2023）年１２月  福島県郡山市とネーミングライツ・スポンサー契約締結 

令和 ６（2024）年１１月  ニュージーランドカンタベリー大学との連携協定締結 

令和 ７（2025）年 １月  南三陸町と南三陸高校３者による保育士等養成・定着に関す

る協定締結  

令和 ７（2025）年 ２月  利府町との包括連携協定締結  

令和 ７（2025）年 ３月  公益財団法人日本高等教育評価機構より大学機関別認証 

評価の認定を受ける 

令和 ７（2025）年 ４月  公益社団法人大学スポーツ協会（UNIVAS）が実施する 

「UNIVAS SSC（安全・安心なスポーツ環境整備認証制度）」

を東北エリアで初めて取得 

令和 ７（2025）年 ７月  名取市、岩沼市、柴田町、イオンモール名取、（株）フクシ・

エンタープライズ、尚絅学院大学と「宮城県南地域産官学連

携高等教育プラットホーム協定」を締結 

 

(4) 設置する学校・学部・学科等 

(5) 学校・学部・学科等の学生数の状況 

大学の学部・学科・学生数は次のとおりです。 

（令和７ (2025)年５月１日現在） 

入学定員 入学者数 収容定員 在籍者数

体育学科 300 388 1,200 1,385

健康福祉学科 100 43 400 331
スポーツ栄養学科 80 60 320 282

ｽﾎﾟｰﾂ情報ﾏｽﾒﾃﾞｨｱ学科 40 27 160 160

現代武道学科 40 36 160 179

子ども運動教育学科 40 29 160 122
学部計(編入学を除く) 600 583 2,400 2,459

学部編入学 48 2 96 6

学部合計 648 585 2,496 2,465

23 10 46 25

671 595 2,542 2,490

体
育
学
部

大学院スポーツ科学研究科

合　　　計  

 



 

- 5 - 

 

(6) 収容定員充足率  学部の収容定員充足率の５か年推移は次のとおりです。 
（毎年度５月１日現在） 

令和０３ 

(2021) 

年度 

令和０４ 

(2022) 

年度 

令和０５ 

(2023) 

年度 

令和０６ 

(2024) 

年度 

令和０７ 

(2025) 

年度 

体育学部 １０６％ １０５％ １０４％ １０２％ ９８％ 

 

(7) 役員の概要 

理事、評議員、監事、会計監査人の定員数・現員数は次のとおりです。           

（令和８(2026)年３月３１日現在） 

 寄附行為上の定員 現員数 

理 事 １４名以内 ７名 

評 議 員 １５名以内 ９名 

監 事 ２名以上３名以内 ２名 

会計監査人 ２名 ２名 

 

理事の氏名、選任区分、勤務形態、就任年月日、現職等は次のとおりです。 
                        （令和８(2026)年３月３１日現在） 

氏 名 
選任 
区分 

勤務 
形態 

業務執行・ 

非業務執行

の別 

就任年月日 現職等 

朴澤 泰治 ２号/外部 常 勤 業務執行 S63. 2.16 理事長・仙台大学学事顧問 

鈴木 文也 ２号/外部 常 勤 業務執行 R 4. 4. 1 常務理事(総務)・法人事務局長 

佐野  仁 ２号/外部 常 勤 業務執行 H26. 4. 1 常務理事(財務) 

髙橋  仁 1 号/内部 常 勤 業務執行 R 1. 5.30 仙台大学長 

土生 善弘 1 号/外部 常 勤 業務執行 R 6. 4. 1 仙台大学附属明成高等学校長 

阿江 通良 ２号/外部 非常勤 非業務執行 H28. 5.31 
筑波大学名誉教授、 
日本体育大学名誉教授 

五十嵐和彦 ２号/外部 非常勤 非業務執行 R 2. 4. 1 東北大学大学院医学系研究科教授 

（注）Sは昭和、Hは平成、Rは令和の年号＜以下、同じ＞ 

 

監事の氏名、選任区分、勤務形態、就任年月日、現職等は次のとおりです。 
                        （令和８(2026)年３月３１日現在） 

氏 名 選任区分 勤務形態 就任年月日 現職 等 

恵 美 文 雄 外部 非常勤 H16. 3.30 元 (株)ベガルタ仙台 顧問 

石 﨑  敏 夫 外部 非常勤 R 3. 3.30 元 七十七信用保証(株)取締役社長 
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○役員又は会計監査人の責任免除に関する決議等、責任限定契約、補償契約及び役

員賠償責任保険契約の状況     

 

・責任免除に関する決議等 

寄附行為第５７条第１項において、役員又は会計監査人の責任の免除を次のと

おり規定しています。 
第５７条 役員又は会計監査人が任務を怠ったことによって生じた損害についてこの

法人に対し賠償する責任は、職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がなく、その

原因や職務執行状況などの事情を勘案して特に必要と認める場合には、役員又は会

計監査人が賠償の責任を負う額から私立学校法第９２条の規定に基づく最低責任限

度額を控除して得た額を限度として理事会の決議によって免除することができる。 
 

・責任限定契約 

寄附行為第５８条において、非業務執行理事、監事又は会計監査人の責任の限

定契約を次のとおり規定しています。 
第５８条 理事（理事長、業務執行理事及びこの法人の職員である理事を除く。以下

この条において「非業務執行理事」という。）、監事又は会計監査人が任務を怠った

ことによって生じた損害についてこの法人に対し賠償する責任は、当該非業務執行

理事、監事又は会計監査人が職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないとき

は、金７２万円以上であらかじめ定めた額と私立学校法第９２条の規定に基づく最

低責任限度額とのいずれか高い額を限度とする旨の契約を非業務執行理事、監事又

は会計監査人と締結することができる。 
 

・補償契約及び役員賠償責任契約の状況 

  令和２年４月１日施行の改正私立学校法で役員の善管注意義務について規定さ

れ、これに違反して法人や第三者に損害を与えた場合、損害賠償責任を負うこと

が明文化されました。これを踏まえ日本私立大学協会では、学校法人役員の負担

軽減や学校法人のリスク低減並びに私学経営に関する危機管理の一助として「私

大協役員賠償責任保険制度」を創設したところであり、本学園は創設当初より役

員賠償責任保険契約を締結しております。令和７年度の契約内容は次のとおりで

す。 

  ＜契約内容＞ 

   契約当事者：学校法人朴沢学園、日本私立大学協会 

   保険期間 ：2025 年 4月 1日午後 4時から 2026 年 4月 1日午後 4時まで 

   被保険者 ：【記名法人】学校法人朴沢学園 

         【個人】役員（理事、監事）、評議員 

   支払限度額：10億円 

 

  なお、本学園では、私立学校法第９６条に基づく学校法人と役員又は会計監査

人との間での補償契約は締結しておりません。 
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(8) 評議員の概要 

評議員の氏名、就任年月日、現職等は次のとおりです。 

                        （令和８(2026)年３月３１日現在） 

氏 名 選任区分 就任年月日 現職 等 

山 木 宏 明 １号 R 7. 6.24 法人事務局上級コンサルタント兼監査室長 

石 橋  雅 弘 １号 R 5. 6.17 仙台大学事務局長 

高 橋 信 壮 １号 H30. 4. 1 明成高校教頭 

松 下  邦 雄 ２号 H22. 3.26 (仙台大学同窓会顧問) 

穴 澤  卓 也 ２号 R 2. 6.17 (明成高校同窓会(松操会)副会長)民間企業料理長 

田 中 正 人 ３号 H16. 4. 1 民間企業 顧問 

齋藤 千恵子 ３号 R 3. 6. 1 （明成高校元ＰＴＡ会長・仙台大学生保護者） 

八 島 隆 史 ３号 R 6. 5.29 （明成高校 ＰＴＡ会長） 

阿 部 仁 紀 ３号 R 7. 6.24 公認会計士事務所 代表取締役 

（注）仙台大学附属明成高等学校は、「明成高校」と略しております。 

(9) 会計監査人の概要 

会計監査人の氏名、就任年月日、現職等は次のとおりです。 

                        （令和８(2026)年３月３１日現在） 

氏 名 就任年月日 現職 等 

石 沢 裕 一 R 7. 6.24 石沢公認会計士事務所 代表 

松 本 裕 夫 R 7. 6.24 松本裕夫公認会計士事務所 代表 

(10) 理事選任機関の概要 

理事選任機関の氏名、選任区分、就任年月日、現職等は次のとおりです。 

                        （令和８(2026)年３月３１日現在） 

氏 名 選任区分 就任年月日 現職 等 

鈴木 文也 １号 R 7. 6. 2 常務理事 

佐野  仁 １号 R 7. 6. 2 常務理事 

石橋 雅弘 ２号 R 7. 6. 2 評議員、仙台大学事務局長 

高橋 信壮 ２号 R 7. 6. 2 評議員、仙台大学附属明成高等学校教頭 

真田 昌行 ３号 R 7. 6. 2 
学外有識者、弁護士法人三島法律事務所代

表社員 弁護士 
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(11) 教職員の概要 

教職員の人数（勤務形態別）、平均年齢は次のとおりです。 

                                        (令和７(2025)年５月１日現在) 

 
教  員 新助手 職  員 

兼務職員 
専  任 非 常 勤 常  勤 常  勤 

大 学 １２０人 ４５人 ２７人 ７３人  ３９人 

(平均年齢) ４９．３歳  ― ４１．９歳 ― 

法 人   ― ― １５人   ― 

(12) その他  系列校である仙台大学附属明成高等学校の状況は次のとおりです。  

① 所在地など 

（所在地） 宮城県仙台市青葉区川平二丁目 26番 1号 (TEL)  022-278-6131 

     (FAX)  022-277-5130     (HP アドレス)  https:/www.hgm.ed.jp 

 ② 沿 革 

（明治期） 

明治１２（1879）年 １月  創設者である初代朴澤三代治が仙台市本荒町 

（現青葉区一番町）に松操私塾を開設 

明治１７（1884）年 ４月  私立松操学校に校名を改称 

                米国教育博覧会に雛形など一斉授業法の裁縫教材を出展 

（昭和期・戦後） 

昭和２３（1948）年 ４月  学制改革に伴い朴沢女子高等学校（全日制）に校名改称 

昭和４７（1972）年 ４月  調理科開設（昭和５０年食物科に改称） 

                調理科に厚生省調理師養成施設を併設 

昭和４９（1974）年 ７月  仙台市青葉区川平に校舎を移転 

（平成期） 

平成 ４（1992）年０４月  明成高等学校に校名を改称 

平成 ８（1996）年０４月  食物科を調理科に改称し男女共学化 

平成１１（1999）年１１月  学校法人朴沢学園創立１２０周年を機に河北文化賞を受賞 

平成１４（2002）年０４月  普通科を男女共学化 

平成２１（2009）年 ４月  介護福祉科を設置 

平成２３（2011）年 ７月  学校法人朴沢学園教育歴史資料が仙台市有形文化財として 

指定を受ける 

平成２４（2012）年 １月  調理科リエゾン・キッチン活動が河北文化賞を受賞 

平成２９（2017）年 １月  男子バスケットボール部がウインターカップ３年連続優勝 

などにより河北文化賞を受賞 

令和 元（2019）年 ７月  卒業生八村塁が、日本人初の米国ＮＢＡドラフト指名(９位) 

を受けワシントンウィザース入団 

令和 ２（2020）年 ４月  高校部門を仙台大学附属明成高等学校に衣替えし、 

                学科再編・入学定員等変更 

                ３専門学科（スポーツ創志・食文化創志・福祉未来創志） 

・普通科の４学科制 
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令和 ３（2021）年 ３月  川平第 1期再整備事業竣工に伴い、高校校舎を新築建物に 

移転 

令和 ５（2023）年 ８月  韓国光州自然科学高等学校と姉妹校連携協定締結 

令和 ６（2024）年１２月  旧校舎解体終了 

 

 ③ 学科、生徒数など 

                                （令和７(2025)年５月１日現在） 

入学定員 入学者数 収容定員 在籍者数

120 94 360 249

35 13 105 42

105 113 315 259

70 37 210 136

330 257 990 686合　　計

スポーツ創志科

福祉未来創志科

食文化創志科

普通科

 

 

 

（参考）法人全体 

 

（令和７(2025)年５月１日現在） 

入学定員 入学者数 収容定員 在籍者数

法人全体 1,001 852 3,532 3,176

 

 

④ 教職員について 

                                           (令和７(2025)年５月１日現在) 

 

本務職員 

非 常 勤 兼務職員 教  員 新助手 職  員 

専  任 常  勤 常  勤 

高 校 ３９人  ― １３人  ３５人 ３人 

法人全体 １６０人   ２７人 １０２人    ８０人 ４３人 

 

（注１）教職員数について 私学事業団「基礎調査票」による数値でそれぞれ学長、校長を含む 

（注２）学生数について  私学事業団「基礎調査票」による数値 
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２．事業の概要 

◎大学部門 

（1）主な教育・研究の概要 

① 体育学部の三つのポリシーは、次のとおりです。 

〇「卒業の認定に関する方針」 

建学の精神「実学と創意工夫」を基盤に「スポーツ・フォア・オール」を基本

理念として、学生一人一人の無限の可能性を導き出す真の人間形成を促す教育を

展開し、体育学の基盤的な分野、すなわち、体育スポーツ及び健康分野において

専門的な知見・技能を有して活躍できる人材を養成することを目的とし、教育分

野を含む体育スポーツ及び健康領域での指導に携わる人材、体育・スポーツ及び

健康分野の産業等に携わり、各分野で組織の目標達成・業績向上や職場の人間関

係の構築・深化などに寄与するに足る能力・識見を身につけた学生に対して学位

を授与します。 

〇「教育課程の編成及び実施に関する方針」 

教育課程は、『教養教育』と『専門教育』の二つに大別し、『教養教育』は、全

学科共通の「教養基礎科目」、「教養展開科目」、「海外文化科目」及び「人生設計

科目」の各科目から構成され、これらの科目を履修することにより、自らの専門

領域の勉学を進めていくためにも、さらに健全な社会生活を送るためにも、身に

つけておくべき基礎的な知識や技能を幅広く修得することになります。『専門教

育』は、各学科において、人材養成に向け特色のある編成とし、体育学の基礎と

各学科の学問分野の基礎となる「専門基礎科目」、これらを基礎として応用力を

修得する「発展科目」や「応用科目」へと、基礎から発展・応用という形で順次

性をもった構成で、体系的に専門的な知識や技能を修得することになります。 

〇「入学者の受入れに関する方針」 

誰よりもスポーツが好きで、建学の精神と基本理念を理解し、意欲的に仲間と

協働で学ぶ意志がある人、意欲的に体育・スポーツ及び健康分野の専門的知識や

技能を修得して卒業後に関連分野においてその能力・識見を活かしていこうとす

る意志がある人、スポーツ活動や社会貢献活動に意欲的に取り組む意志がある人、

卓越した競技力を獲得するために努力を惜しまない人、を求めています。 

 

② 大学院の三つのポリシーは、次のとおりです。 

〇「修了の認定に関する方針」 

建学の精神および基本理念のもと、多様化・高度化したスポーツについて様々

な側面から理論的、実証的あるいは事例的方法によるアプローチを行い、体育・

スポーツ、健康福祉、スポーツ栄養、スポーツ情報マスメディア、現代武道及び

子ども運動教育の分野における高度な専門的指導者として、その発展に寄与し得

る有能な人材について学位を授与します。 
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〇「教育課程の編成及び実施に関する方針」 

(２年コース) 教育課程は、「コア科目」及び「領域科目」に大別し、「コア科目」

は、必修科目の「スポーツ科学概論」「スポーツ科学指導研究」「情報リテラシ－」

「キャリアマネジメント特講」、「スポーツ科学特別研究」、選択科目の「スポー

ツ科学インターンシップ」、「スポーツ科学領域別実習」、「国際スポーツ概論」、

「統計・データ解析の実際」の９科目から構成され、これらを履修することによ

り、高度な専門指導者として身につけておくべきキャリアアップに繋がる諸能

力、「体育、スポーツ及び健康分野」の学術的知見に基づき総合的に理解し、自然

科学や人文科学の研究法を適切に高度に運用できる能力を幅広く修得すること

になります。 

(１年コース) 職場等で自ら抱える専門分野の研究課題を解決する教育研究の

場として「特定の課題についての研究の成果（リサーチ・ペーパー）」を共通に課

し、教育課程を「コア科目」及び「領域科目」に大別して、「コア科目」は、必修

科目の「スポーツ科学指導研究」、選択科目の「スポーツ科学概論」、「情報リテラ

シ－」、「キャリアマネジメント特講」、「スポーツ科学領域別実習」、「国際スポー

ツ概論」、「統計・データ解析の実際」の７科目で構成され、これらを履修するこ

とにより、更なるキャリアアップに繋がる諸能力、「体育、スポーツ及び健康分野」

の学術的知見を総合的に理解し自然科学や人文科学の研究法を適切に高度に運用

できる能力を幅広く修得することになります。 

〇「入学者の 受入れに関する方針」 

(２年コース) 大学において、院の各開設領域に係る事項について学修し、その

基礎的知識や実践力を有する者、関係領域の学修を通じて当該分野に貢献する業

務に関わることを目指している者を求めています。 

(１年コース)修学関連領域において３年（教職は５年）以上の実務経験を有する

者、修学領域の関連資格の保有者を求めています。 

 

③ 学生募集の結果 

令和７年度に引き続き、令和８年度入試においても学部定員は未充足となりまし

た。副学長及び学科長で構成する「学生募集企画委員会」を設置し、各学科を中心

とした全学的な体制で学生募集活動、具体的には、オープンキャンパスと連動した

部活動見学会の実施、入試に関する情報発信の強化、入試制度の改善や指定校枠の

拡充等を実施しましたが、十分な成果を出すには至りませんでした。 

 

④ ＤＸ推進人材の育成 

令和７年度大学・高専機能強化支援事業に申請し、６月２５日に採択されました。 

令和１０年度設置予定の「スポーツ情報学科（仮称）」については、ＤＸ推進人材
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の育成を目的として、体育・スポーツ科学と情報を融合した教育体系の構築に向け

た検討を進めました。 

また、同支援事業の取組計画に基づき、ニーズ調査、他大学視察、プロ４球団並

びに仙南地域の自治体・企業からの意見聴取会等を実施し、新学科の教育内容の充

実に向けて、三つのポリシーやカリキュラム、授業担当教員等の検討を進めました。 

 

⑤基幹教員制度の導入 

令和８年４月からの基幹教員制度の導入に向け、基本方針を策定するとともに、

主要授業科目及び主要会議体の整理、関連規程の整備・見直しを行いました。 

また、理事会（９月２６日）において学長報告として提出された「基幹教員制度

への移行について（中間報告）」を踏まえ、情報公表の方法の検討及び制度運用に

必要な各種規程の整備を進めました。 

これらの取組により、令和８年４月からの基幹教員制度の円滑な運用開始に向け

た体制を整備しました。 

 

(2) 中期経営計画（教学・人事・施設・財務等）及び事業計画の進捗・達成状況 

① 中期経営計画の進捗・達成状況 

令和６(2024)年３月の理事会で承認を得た令和６(2024)年度から５か年の「中

期経営計画」のうち大学に係る計画項目、及び令和７(2025)年度の進捗・達成状況

は次のとおりです。なお、単年度事業報告の内容と重複する部分については後述し

ます。 

 

＜入学者の状況＞ 

・本年度に取り組んだ令和８年度学生募集の結果は０．９４倍にとどまり、入学

定員６００名を２年連続で下回る結果となりました。この結果を受けて、学生

確保に関する中期経営計画の見直しを行い、毎年度入学定員の１．１５倍とい

う目標について、現状を踏まえた目標として入学定員の１．０７倍へと見直し

ました。 

＜教学組織の運営＞ 

・教育研究（学修者本位の学修の実現、教育の質的転換、カリキュラム改革、教

員養成の強化、高大接続・高大連携教育）については、アセスメント・ポリシ

ーに基づく学修成果の検証を行うとともに、スポーツ情報マスメディア学科に

おける高校「情報」教員免許取得体制の定着と情報発信、高大接続・高大連携

教育の促進に取り組みました。 

・学生支援・キャリア支援（学生生活の充実・給付型奨学金制度の拡充・部活動

及び課外活動の支援・大学スポーツの強化・キャリア支援）については、後述

のとおりです。 
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・地域連携(市町村及び県内のプロスポーツ・産業界との連携・防災教育・SDGs へ

の取り組み・リカレント教育の充実)についても、後述のとおりです。 

・国際交流(学生の海外派遣及び海外からの留学生の受入れ)については、アジア

圏及び英語圏の国際交流協定締結大学との派遣・受入れを実施しました。 

・学生募集 (学生募集戦略及び広報活動の強化)については、後述のとおりです。 

・研究費等の外部資金の獲得促進についても、後述のとおりです。 

 

② 単年度事業計画の進捗・達成状況 

中期経営計画計上事業も含め、単年度の事業計画として、令和７(2025)年３月の

理事会で承認を得た事業の進捗・達成状況は、次のとおりです。 

 

Ⅰ．教育研究 

・ＩＣＴ等を活用した学修者本位の学修の実現及びＤＸ推進人材育成に向けた 

取組として、教育課程検討委員会において外部委員である阿江委員及び中村委

員から専門的見地に基づく助言を得ながら、教育内容及びカリキュラムの検討

を推進しました。 

・教育課程の質的向上と体系化を図る観点から、資格要件科目ではない応用科目

を中心に科目の精選を行い、三つのポリシーに則した教育課程編成の見直しと

して７科目を削減しました。 

 

Ⅱ．学生支援・キャリア支援 

・大学スポーツ協会（UNIVAS）が認定する「UNIVAS SSC（Safety and Security 

Certification）」を、東北エリアで初めて取得しました。 

・女子硬式野球部が「第１１回全日本大学女子硬式野球選手権高知大会」におい

て、創部３年目で東北地区の大学として初となる優勝を果たしました。 

・キャリア支援として、官公庁や企業等、約１３０社が参加した「仙台大学業界

研究セミナー」の実施などの就職支援プログラムの充実、学生と企業のマッチ

ング強化等に積極的に取り組みました。 

 

Ⅲ．地域連携 

・地域の自治体と連携し、以下の取組みなどを実施しました。 

(郡山市) ＩＣＴ等を活用した部活動支援事業 

(岩沼市) 部活動支援事業（拠点型、派遣型） 

(亘理町) 部活動支援事業、町内小学生、中学生向けクリケット教室 

(大河原町) ３小学校との体力づくり連携事業 

   (柴田町) 未来アスリート育成事業 

(山元町) 部活動支援事業 
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(富谷市) 幼児体力測定事業、部活動・マーチングバンド支援事業 

(大崎市) スポーツ指導者研修会 

 

Ⅳ．国際交流 

ＪＡＳＳＯ（独立行政法人日本学生機構）による採択支援プログラム、５プロ

グラムで１５名海外留学派遣を実施しました。例年同様に６つの国と地域から海

外留学生計７３名の受け入れも実施しました。また、一般プログラム（フィンラ

ンド夏・冬、中国上海）を実施して計２７名の学生派遣に対応しました。 

 

Ⅴ．学生確保 

・各学科の教員を担当者として、４月から６月初旬にかけて、東北・北関東の指

定校および提携校２０２校に対して高校訪問を実施し、高校生や進路指導室と

の繋がりを深めました。 

・オープンキャンパスは、当初予定していた７回に加え、臨時で１回（８月）、全

部で８回開催し、前年度を上回る参加者を得ました。 

・提携する高校５校（宮城：聖和学園、福島：聖光学院・田村、岩手：一関学院、

山形：羽黒）に対する出前授業や大学見学会等の取組みを強化したほか、附属

明成高校については、更に高大連携事業を通じて生徒の「高大７年一貫教育」

の意識啓発と本学への関心の高揚を目的とした施策を各種企画・実行しました。 

・中国瀋陽市の万葉教育培訓学校と朴沢学園（法人）で覚書を締結し、同校内に

仙台大学中国事務所が開設されたことを受け、入試区分の学校推薦型選抜（海

外指定校）に同校枠を新たに追加して学部及び大学院の留学生募集を強化しま

した。 

 

Ⅵ．研究費の外部資金獲得 

・文部科学省の「私立大学等改革総合支援事業」において、本学の取組みがタイ

プ 1 （「Society5.0」の実現等に向けた特色ある教育の展開）で選定され、補

助金の交付を受けました。 

・教員による科研費等の補助金の総額は、４，８１０千円となっています。 

 

 

◎法人部門 

○ 中期経営計画の進捗・達成状況 

① ガバナンス改革 

  ガバナンス改革を主眼とする改正私立学校法が４月１日から施行されたこ

とから、改めて役員・評議員等を選任し体制整備を行うとともに、法改正によ

り新たに整理された理事・理事会、監事及び評議員・評議員会のそれぞれの権
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限に基づいた運営をスタートさせました。 

 

  ② 安定した継続可能な財務基盤構築 

    継続可能な財務基盤構築に取り組みました。 

  ③ 活力があり働き甲斐のある職場構築 

  ④ 人材の育成・登用 

    積極的に若手及び女性を登用し活力ある職場づくりに努めるとともに、研修

や定期的人事異動を実施することで人材育成を図りました。 

  ⑤ 業務の効率化、ＤＸ化 

        学園システム運営の方向性について検討し、学園一体の運営体制を基本とし

て、船岡及び川平地区のシステム基盤開発業者「株式会社日本事務器」のメン

バーシップサービスを活用し連携を行い、必要な規定に則った情報システム運

営体制を構築していくこととしました。 

    また、事務事業の効率化、業務の標準化並びに学生支援機能の高度化を目的

として、総務系・財務系・教務系システムを統合した「統合化事務システム」 

   の導入を進めるため、要件確認や運用設計を進めました。 

  ⑥ 危機管理対応の強化 

    「学校法人朴沢学園内部統制システム整備の基本方針」に基づき、災害、事

故その他の緊急時の備えについては「学校法人朴沢学園危機管理規程」、個人

情報の保護と管理については「学校法人朴沢学園個人情報保護方針」及び「個

人情報保護に関する諸規定」に基づき対応しています。 

 

◎ 高校部門 

○ 中期経営計画の進捗・達成状況 

① 学科教育 

 ⅰ 文部科学省 高等学校ＤＸ加速化推進事業（ＤＸハイスクール）指定校（初年

度）の採択を受け、スポーツ創志科では、新たなデバイスを活用して動作解析や

生徒の主体的な探究活動の実践を推進、福祉未来創志科では、高等学校において

全国初の介護実習支援システムを導入し、各種教育研究団体において公開授業・

授業研究・発表しました。 

ⅱ 「介護福祉士（国家資格）」 １１名が合格（１１名受験 合格率１００%） 

  「調理師免許」 ６９名が取得しました。 

ⅲ 福祉未来創志科において、履修学年の変更に基づく教育課程を改正し、令和８

年度入学生から実施することとしました。 
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② 生徒募集 

 ⅰ 令和８年度から就学支援制度の拡充に伴い、入学時特典の拡充や奨学生制度を

整理し、定員充足に向けた魅力を拡充しました。 

ⅱ 福祉未来創志科では、（株）ベネッセスタイルケアと提携し、Grow step 制度を

創設し、介護施設への就職確保及び専門的な人材育成の運用を開始しました。 

 ⅲ ５月～７月期には、全教員にて県内全中学校を分担訪問するとともに、公式

LINE・Instagram・TikToc を活用し、日頃の活動を随時発信しました。 

③ 大学との連携 

 ・ 高大連携会議を年間を通して実施し、相互の行事等における連携を図るととも

に積極的な意見交換により高大接続７年教育の充実を図る取組を実施しました。  

・ ＪＦＡ日本サッカー協会Ｃライセンスコーチ養成講習の、北海道・東北地区高

等学校として初めての授業化を図り、生徒１２名が受講・ライセンスを取得し、

大学との連携及び指導者として地域に貢献すべく人材の育成を図りました。 

 

④ 地域連携・国際教育 

  ⅰ スポーツ創志科においては、スポーツ総合演習の一環として川平小学校３年生

を招いての運動会を企画するととともに、部活動単位で児童の体力・技術向上、

運動習慣の醸成を図りました。 

ⅱ 福祉未来創志科においては、引き続き出前授業等を実施するとともに、夏季休

業期間には WELFARE CAMP（ウェルフェアキャンプ）を開催し、小中学生に福祉・

介護について啓発しました。 

また、１１月には、福祉関連施設・企業・行政と連携して FUKUSHI FESTIVAL（福

祉フェスティバル）を開催、産官学が協働する福祉・介護イベントの場を創設し

ました。 

ⅲ 食文化創志科においては、県内多くの幼保・小中学校に赴き、仙台味噌づくり、

仙台白菜の栽培・キムチづくりを通してみやぎの食文化の継承と食に関する興味

関心を醸成しました。 

また、在仙台大韓民国総領事館が主催する「キムチフェスティバル」を本校会

場に開催するとともに、光州自然科学高等学校とオンラインを介して、「トック

（正月料理）」づくりを通して交流を深めました。 

更に、短期留学生として、アメリカ合衆国から２名・フィジーから１名を受け

入れ、専門科目の受講を通じて国際交流を図りました。 

ⅳ 普通科においては、東洋学園大学（東京）と８月に連携協定を締結し、生徒３

名が同学のＰＢＬ（課題解決型学習）に参加するとともに、総合的な探究の時間

に講師として招聘し、広い分野での学術活動を展開しました。 
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② 事業活動収支計算書関係

 ア）事業活動収支計算書の状況と経年比較

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

　学生生徒納付金 3,709 3,723 3,673 3,575 3,492

　手数料 38 38 36 34 33

　寄付金 5 3 4 16 8

　経常費等補助金 890 943 976 947 1,158

　付随事業収入 61 71 67 68 66

　雑収入 139 87 124 92 107

　教育活動収入計 4,842 4,865 4,881 4,732 4,864

　人件費 2,806 2,709 2,732 2,651 2,603

　教育研究経費 1,519 1,797 1,699 1,709 1,801

　管理経費 437 447 607 628 461

　徴収不能額等 9 10 12 8 11

　教育活動支出計 4,771 4,963 5,050 4,996 4,876

教育活動収支差額 71 △ 98 △ 169 △ 264 △ 12

　受取利息･配当金 1 1 1 1 5

　その他の教育活動外収入 0 0 0 0 0

　教育活動外収入計 1 1 1 1 5

　借入金等利息 12 13 13 12 12

　その他の教育活動外支出 0 0 0 0 0

　教育活動外支出計 12 13 13 12 12

教育活動外収支差額 △ 11 △ 12 △ 12 △ 11 △ 7

60 △ 110 △ 181 △ 275 △ 19

事業活動収入の部

　資産売却差額 0 0 0 2 4

　その他の特別収入 28 32 155 14 15

　特別収入計 28 32 155 16 19

事業活動支出の部

　資産処分差額 13 0 1 170 0

　その他の特別支出 0 0 0 0 174

　特別支出計 13 0 1 170 174

特別収支差額 15 32 154 △ 154 △ 155

75 △ 78 △ 27 △ 429 △ 174

△ 427 △ 1,442 △ 387 △ 190 △ 146

△ 352 △ 1,520 △ 414 △ 619 △ 320

△ 5,020 △ 5,370 △ 6,890 △ 7,304 △ 7,923

2 0 0 0 0

△ 5,370 △ 6,890 △ 7,304 △ 7,923 △ 8,243

（参考）

4,871 4,898 5,036 4,749 4,888

4,796 4,976 5,064 5,178 5,062

教
育
活
動
外
収
支

事業活動収入の部

事業活動支出の部

（単位：百万円）

科　　目

教
育
活
動
収
支

事業活動収入の部

事業活動支出の部

事業活動支出計

経常収支差額

特
別
収
支

基本金組入前当年度収支差額

基本金組入額合計

当年度収支差額

前年度繰越収支差額

基本金取崩額

翌年度繰越収支差額

事業活動収入計
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 イ）財務比率の経年比較

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

57.9 55.7 56.0 56.0 53.5

31.4 36.9 34.8 36.1 37.0

9.0 9.2 12.4 13.3 9.5

1.5 △ 1.6 △ 0.5 △ 9.0 △ 3.6

76.6 76.5 75.3 75.6 71.8

1.2 △ 2.3 △ 3.7 △ 5.8 △ 0.4

③ 資金収支計算書関係

 ア）資金収支計算書の状況と経年比較

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

3,709 3,723 3,673 3,575 3,492

38 38 36 34 33

5 4 4 15 7

909 968 1,130 957 1,171

0 94 0 2 4

61 71 67 68 66

1 1 1 1 5

140 87 122 93 107

500 0 0 0 0

718 723 723 664 637

1,677 3,403 1,432 1,713 1,365

△ 916 △ 872 △ 1,021 △ 859 △ 837

741 915 1,129 1,025 1,223

7,583 9,155 7,296 7,288 7,273

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

2,787 2,681 2,707 2,625 2,579

1,006 1,260 1,113 1,139 1,249

350 365 536 564 398

12 13 13 12 12

96 139 161 144 144

770 1,303 163 31 14

91 288 189 109 76

227 133 133 133 133

1,449 2,142 1,435 1,475 1,449

△ 120 △ 298 △ 179 △ 167 △ 94

915 1,129 1,025 1,223 1,313

7,583 9,155 7,296 7,288 7,273

寄付金収入

人件費比率

教育研究経費比率

管理経費比率

事業活動収支差額比率

学生生徒等納付金比率

経常収支差額比率

（単位：百万円）

収入の部

学生生徒納付金収入

手数料収入

（単位：百万円）

補助金収入

資産売却収入

付随事業･収益事業収入

受取利息･配当金収入

雑収入

借入金等収入

借入金等返済支出

前受金収入

その他の収入

資金収入調整勘定

前年度繰越支払資金

収入の部合計

支出の部

人件費支出

教育研究経費支出

管理経費支出

借入金等利息支出

支出の部合計

施設関係支出

設備関係支出

資産運用支出

その他の支出

資金支出調整勘定

翌年度繰越支払資金
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 イ）活動区分資金収支計算書の状況と経年比較

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

教育活動資金収入計 4,842 4,865 4,879 4,731 4,863

教育活動資金支出計 4,142 4,306 4,356 4,329 4,226

差引 700 559 523 402 637

調整勘定等 △ 50 104 △ 120 12 △ 132

教育活動資金収支差額 650 663 403 414 505

施設整備等活動資金収入計 237 1,285 187 164 18

施設整備等活動資金支出計 961 1,691 452 240 191

差引 △ 724 △ 406 △ 265 △ 76 △ 173

調整勘定等 △ 41 81 △ 65 42 △ 46

施設整備等活動資金収支差額 △ 765 △ 325 △ 330 △ 34 △ 219

△ 115 338 73 380 286

その他の活動資金収入計 1,772 2,048 1,257 1,272 1,244

その他の活動資金支出計 1,483 2,172 1,434 1,454 1,440

差引 289 △ 124 △ 177 △ 182 △ 196

調整勘定等 0 0 0 0 0

その他の活動資金収支差額 289 △ 124 △ 177 △ 182 △ 196

174 214 △ 104 198 90

741 915 1,129 1,025 1,223

915 1,129 1,025 1,223 1,313

 ウ）財務比率の経年比較

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

13.4 13.6 8.3 8.8 10.4

その他の活動による資金収支

（単位：百万円）

科　　目

教育活動による資金収支

施設整備等活動による資金収支

小計

支払資金の増減額

前年度繰越支払資金

翌年度繰越支払資金

教育活動資金収支差額比率  
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 （2）その他 

① 資産運用の状況 

特定資産運用指針により、当学園の資産運用は従来より実施してきた金融機関等への円建

て預金を中心とする通常資産運用と、特定の運用対象資産を対象とする特定資産運用の２

つの方法で実施するものとしている。現在は高校校舎建替えを中心とした大型案件竣工直

後のため通常資産運用のみとしており、ＮＣＤ（譲渡性預金）や大口定期預金が中心であ

る。 

② 学校債の状況 

該当なし 

③ 寄付金の状況 

公開講座、給付型奨学金、部活動支援、校内環境整備等に使用している 

④  補助金の状況 

私立学校施設整備費（ｻｯｶｰ場、ﾃﾆｽｺｰﾄ LED 改修） 

私立大学等研究設備整備費（視線計測による認知ﾊﾞｲｱｽ分析機器） 

高等学校ﾃﾞｼﾞﾀﾙ人材育成支援事業費（ﾀﾞｰﾄﾌｨｯｼｭ、OneTapSports 等） 

⑤  収益事業の状況 

該当なし 

 （3）経営状況の分析、経営上の成果と課題、今後の方針･対応方策 

〇 経営状況の分析 

１８歳以下人口の逓減、世界情勢の変容等による先行き不透明感により学園を取り巻く経

営環境は厳しさを増している。 

「学生・生徒募集」は、設置大学は入学定員を未充足となり、設置高校は高大７年間の一

貫教育を目途に附属高校化を行っているものの定員はまだ未充足である。 

世界情勢の変化、諸物価および電力料金を含む光熱費の継続的高騰により赤字基調の厳し

い状況となってきている。 

〇 経営上の成果と課題 

増収策（学生・生徒確保、補助金獲得等）を積み重ねおよび事業規模に見合った支出に努

めて安定した財務構造の構築に取り組んできたが、一層の継続した取組みが肝要である。 

〇 今後の方針・対応方針  

安定した財務運営を確立し、教育の質の不断な向上に取組み「生徒・学生」および「各ス

テークホルダー」から支持される学園経営を目途に取り組む。 

（具体策） 

ⅰ）生徒・学生確保の継続強化 

ⅱ）ＩＣＴ教育の強化継続 

ⅲ）地公体、産業界、プロスポーツ界との継続的連携強化拡大 

Ⅳ）大学の学費見直し継続 

Ⅴ）支出に関しては、不要不急の支払い削減、計画的取組み励行 

Ⅵ）教育施設設備の計画的充実取組み 

・大学キャンパス整備：ＬＥＤ化、高率的空調、第一体育館のリニューアル検討等 
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４．学校法人の業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）の整備及び 

運用上の概要 

（１）関係する決議の概要 

   令和６年１２月５日の理事会において、理事の職務執行が法令・寄附行為に適

合すること及び業務の適正を確保するための体制の整備に関し、１．経営に関す

る管理体制、２．リスク管理に関する体制、３．コンプライアンスに関する管理

体制、４．監査環境の整備（監事の監査業務の適正性を確保するための体制）を

定めた「学校法人朴沢学園内部統制システム整備の基本方針」を決議し、運用し

ています。 

 

（２）体制整備及び運用状況の概要 

  ① 理事の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

    法人の意思決定等に係る理事会及び評議員会の議事については、学校法人

朴沢学園寄附行為に基づき議事録を作成し保存・管理しています。また、業務

執行に係るものについては、「学校法人朴沢学園文書管理規程」に基づき関係

文書を保存・管理しています。 

  ② 損失の危機の管理に関する規程その他の体制 

「学校法人朴沢学園内部統制システム整備の基本方針」で定める２．リスク

管理に関する体制を基本としつつ、災害、事故その他の緊急時に備えた対応組

織や情報連絡体制等については「学校法人朴沢学園危機管理規程」に基づき、

個人情報の保護と適切な管理については「学校法人朴沢学園個人情報保護方

針」及び「個人情報保護に関する諸規定」に基づき対応しています。 

  ③ 理事の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

    「学校法人朴沢学園事務組織規程」に基づき、組織、職制及び事務分掌を明

確にし、理事の職務の執行が円滑かつ効率的に行われるよう体制を整備し対

応しています。 

  ④ 職員の職務の執行が法令及び寄附行為に適合することを確保するための 

体制 

「学校法人朴沢学園コンプライアンス規程」に基づき、職員が法令並びに寄

附行為及び本法人の規程を遵守し、確固たる倫理観を持って事業活動を行う

組織風土を高め、健全で適正な学園運営及び社会的信頼の維持に努めていま

す。 

  ⑤ 監事の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

    独立性を有する監査室員を配置するとともに、「学校法人朴沢学園監事監査

規程」に基づき、実効性のある監査環境を整備し対応しています。 
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附属明細書 

（事業報告書の内容を補足する重要な事項） 

 

 ・該当事項無し 

 

 

 

以 上 


